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１５．賃金改定状況 

 

① 賃金改定実施状況 

 

平成３０年１月１日から７月１日までの間の賃金改定の実施状況について、全産業で「引

上げた」５４．９％、「引下げた」０．４％、「今年は実施しない（凍結）」１４．４％、

「７月以降引上げる予定」１２．１％、「７月以降引下げる予定」０．８％、「未定」１７．

５％となっている。 

業種別で「引上げた」事業所の割合が最も高いのは、「化学工業」で８８．９％、次いで

「機械器具」「情報通信業」７８．６％となっている。 

一方、「今年は実施しない（凍結）」事業所の割合が高いのは、「対個人サービス業」で

３８．５％、次いで「小売業」２９．６％「印刷・同関連」２３．８％となっている。 

 

第 25図表 賃金改定実施状況 
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② 改定額・率 

 

 平成３０年１月１日から７月１日までの間に賃金改定を実施した事業所の改定後の平均所

定内賃金について、全産業で２６０，５３４円（前年２５９，５５９円）、平均改定額は６，

１０６円（前年５，４９２円）、平均改定率は２．４０％（前年２．１６％）となっている。 

 業種別で平均改定額・率が最も高いのは、「木材・木製品」１３，３３９円（５．４９％）

で、最も低いのは「総合工事業」３，８６７円（１．３４％）となっている。 

 

第 26図表 賃金改定額・率（平成３０年１月１日～７月１日）（加重平均） 
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平成３０年１月１日から７月１日までの間に、賃金を「引上げた」「７月以降に引上げる予

定」と回答した事業所の賃金改定の内容について、全産業で「定期昇給」が６１．１％で最

も多く、次いで「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」３４．３％、「ベースアッ

プ」１６．５％の順となっている。 

 

第 27図表 賃金改定の内容（複数回答） 
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平成３０年１月１日から７月１日までの間に、賃金を「引上げた」「７月以降に引上げる予

定」と回答した事業所の賃金改定の決定要素について、全産業で「企業の業績」が７０．３％

で最も多く、次いで「労働力の確保・定着」５６．６％、「世間相場」２６．３％の順となっ

ている。 

 

第 28図表 賃金改定の決定要素（複数回答） 
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